
 

 
 

 

 

 
 

 

 

●はじめに 

2013年、「日本創生会議」人口減少検討部会

が、2040年までに全国約 1800の市町村のうち

約半数が消滅する可能性があると発表したこと

で、地域の持続可能性に対する危機感が全国的

に高まることになりました。少子高齢化にとも

なう人口減少と東京一極集中が急速に進むな

か、持続可能な地域づくりを支援するため、同

年 9月、内閣府に「まち・ひと・しごと創生本

部」が設置されました。国や地方では、これま

でも「地域活性化」に取り組んできましたが、

それを重要で緊急性の高い課題と位置づけ、特

命担当大臣を配して各省庁の施策を統合して一

体的に取り組む体制を整えたのです。 

 こうした地方創生の柱として注目されたのが

「観光」です。そして政府は、「観光による地

方創生」を推進するため、観光地域づくりの推

進母体となる DMO（Destination Manage-

ment/Marketing Organization）の形成を支援

する施策をスタートさせました。わが国におい

て目新しい DMOという組織や機能については、

まだ十分に理解が広まっていません。DMOは、

Destination Management/Marketing Organiza-

tionの略語であり、その名が表わすとおり二

つの役割を担う組織で、米国やヨーロッパ、オ

セアニアなど観光先進諸国においては観光地域

振興の中核に位置づけられています。地域の観

光にまつわる様々なデータを収集・分析し、観

光による地域へのインパクトを数値目標

（KPI）に置き換え、観光による地域振興の司

令塔としての役割を担います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域は、自らの価値を高め、世界を相手に観光

集客を図り、持続可能な地域づくりに取り組む

ことが求められており、DMOは、観光立国を目

指すわが国の地域づくりにおいて極めて重要な

役割を果たす機関として期待されているので

す。 

 

●変化する国内観光の構造 

DMO導入の背景にある社会環境と市場環境の

変化について解説していきます。かつてわが国

の国内観光を牽引してきた最大の駆動力は大規

模マーケットを背景とする旅行会社でした。旅

先となる地域には、宿泊・飲食・土産物・交

通・観光施設といった観光関連事業者があり、

都市圏の旅行会社が地域から宿や飲食などを仕

入れ、パッケージツアーを造成して販売すると

いう仕組みでした。都市圏の顧客はツアーを購

入して旅先に行く、地域は送客されてきた観光

客を受け入れるという構造が続いてきました。

つまり地域では「送客受け地」としての体制が

築かれてきたのです。ところが社会環境・市場

環境の変化により、こうした構図が崩れていく

ことになります。 
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